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は じめに一 日本語 と外務省について

近年,言 語 学 や 歴 史 学 の 分野 で,帝 国 日本 の言 語 ・国 語 政 策 が 「植民

地」 台湾,朝 鮮 な どで どの よ うな経 緯 を辿 って形 成 され たのか をめ ぐっ

て活発 な研 究成果が公 開 されつつあ る。例 えば,近 代 日本 の 国 民 国 家 の

形 成 を 「日本語」 と 「国語」,そ して 「ナ シ ョナ リズ ム」 な どの観点 か ら

分析 した イヨンスク 「「国語』 とい う思想」(岩 波 書 店,1996年)の ほか,

安 田敏郎 『帝 国 日本 の 言語 編 制』(世 織 書房,1997年),同 『近代 日本 言

語 史再 考 』(三 元社,2000年)長 志 珠 絵 『近代 日本 と国語 ナ シ ョナ リズ

ム』(吉 川弘 文館,1998年) ,多 仁 安代 『大 東 亜 共 栄 圏 と 日本 語 』(勤 草

書房,2000年)な どは,最 近 の優 れ た研 究 成 果 を代 表 す るものである。

しか し,こ れ らの 一 連 の先 行 研 究 が 分 析 の対 象 に しているの は帝 国 日

本の 「植民地」であった台湾 と朝鮮,満 州 国,ま たは1941年 以 降の 「大

東亜 共 栄 圏 」(シ ンガ ポー ル,イ ン ドネ シア,フ ィ リピ ン等)を 対 象 に し

た もの で,日 本 が 中 国大 陸(華 北 ・華 中 ・華 南)で どの よ うな言 語 政 策

を と って い たの かにつ いて は,ま だ 充 分 な検 討 が な され て い な い ように

思 われる。

もちろん,戦 前 中 国 にお け る 日本 語 教 育 につ いては,駒 込 武 「戦 前 期

中 国 大 陸 にお け る 日本語 教育」1と 徐 敏 民 『戦 前 中 国 にお け る 日本語 教

育』zと い う先 行 研 究 が発 表 され て い る。但 し,駒 込 武 「戦 前 期 中 国大 陸

にお け る 日本語教 育」 は,分 析 の 対 象 と して 関 東 州 及 び満 鉄 附属地 にお

ける 日本語教育 と日本語 教育方法(直 接 法)を 取 り上 げ てお り,華 中 ・

華 南 地域 にお け る 日本 語 教 育の状況 については十分 な言及を していない。
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戦前の 中国 にお ける 日本語教 育の歴 史 とい う問題提起 か ら言 えば,徐

敏 民 『戦 前 中 国 に お け るEl本 語 教 育 』(エ ム テ ィ出版,1996年)は 特 筆

す べ き著 作 で あ ろ う。徐 敏 民 は,100年 近 い 歴 史 を もつ 中 国 の 日本語 教

育 の 歴史が,日 中 間の 戦 争 とい う影 響 で 複雑 な変遷 を辿 り,1980年 代 の

改 革 開放 以 降 の 現 在 まで もそ の全体像 を描 きだす こ とが で きなか った こ

とを鋭 く指摘 し,台 湾 か ら満 州,そ して 中国 へ と拡 大 して行 く 日本語教

育 の 変遷過 程 を明 らか にす る こ とを試 み て い る。徐 敏 民 は,日 本 語 が

「国 語 」 と して教 育 され た台湾 と 「準 国語」 と して教育 された満 州,そ し

て,「 外 国 語」 と して教 育 され た 中国大陸での偏差 に注 目しつつ,日 本 語

教 育 の歴 史 を(一)模 倣 ・模 索 期(1895年 一1921年),(二)変 容 ・変

質期(1922年 ～1937年),(三)盛 行 ・衰 亡 期(1938年 ～1945年)に

区 分 して い る3。 また,戦 前 と戦 後 に発 表 され た既 存 の 先行論考 な どにつ

いて も言及 してお り,本 研 究 も多 くの 啓 発 を受 け る こ とがで きた。

しか し,徐 敏 民 の研 究 は 日本 語,言 語学,国 語 学 な どの 分 野 につ い て

は詳 細 に言及 している ものの,そ の 他 の 分 野 で の 調 査 や 研 究 成 果 につい

て は十分 な検討 を加 えていないよ うに思 われ る。

その一つ は徐敏民が指摘 してい るよ うに,中 国で は 日本 語 が 「外 国語 」

と して教 育 され た とい う点 と関連が ある。す なわ ち,戦 前 の 日本語 教 育

を担 当 した 行 政 主体 は文部 省 だけで はな く,外 務 省 で もあ り得 る こ とが

今 まで の 日本語 ・日本語学研究 で は充 分 に検 討 されて こなか ったの では

なかろ うか。

満州事 変以降,中 国 で の 日本 語 教 育 問題 に関 わ る行政 主体 は一時的 に

せ よ作戦地域 を占領 してゆ く軍隊 や外 務省の現地 出先機 関の領事館 であ

ったこ とは周知 の通 りであ るが,こ れ は 日本 語 教 育 に関 連 す る資 料 が防

衛庁防衛研究 所や外務 省外交 史料館 な どに現存す る可能性 を うかがわせ

て くれる。

そ こで今回,筆 者 は と くに外 務 省外 交 史料 館 を中心 に,1930年 代 とい

う時 期 を中心 に 中国 大 陸 にお け る日本 ・日本語学 習 に関連す る基礎 的 な

文献資料 の調査 を行 うことに した。1930年 代 とい う時期 を設 定 した の は,

1931年 の 満 州事 変 前 後 の 時期 に 中 国大 陸で空前 の 日本 ・日本語学習 ブー

ムがお きていた,と い う事 実 に注 目 したか らで あ る。 また,こ の1930年

代 の 日本 ・日本 語 学 習 ブ ー ム に関連す る資 料の収 集 を手掛 か りに,戦 前

の 中 国 に お け る 日本 語 研 究 に関す る資料 に接 近す るこ とが可 能で はない
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だろうか。

以下,ま ず,戦 前に外務省の対支文化事業のなかに見える日本語関連

資料,中 国人留学生史研究の中の日本 ・日本語関連資料 について述べた

後,外 務省外交史料館が所蔵する一次資料のなかで戦前の中国における

日本語学習 と関連のあるものを順次紹介 して行きたい。

(1>対 支文化事業と留学生史研究のなかの日本語関連資料

まず,戦 前 に発 表 され た 日本 ・日本 語研 究 に関す る先行研究 と して次

の ような調査 を取 り上 げなければな らない。

a.山 田儀 四 郎 「新 支 那 の 日本 研 究 熱 に就 て」(東 亜 同 文 書 院 『支 那 』

1930年6月)

b.外 務 省 文 化事 業部 『支 那 に お け る 日本語』(1930年)

c.神 崎 清 「北 支 に於 け る 日本 語 の文 化的勢力」(東 亜 同文 書 院 『支 那 』

1936年)1

d.外 務 省 文 化事 業 部 ・三増 英 夫調 「中華民 国に於 ける 日本語研 究の現

況』(1937年2月)

e.外 務 省 文 化事 業部 『支 那 に お け る 日本語教育 状況』(1938年11月)

これ らの 論 著 の 共 通 点 は,そ の 調査 が いず れ も外 務 省 文 化 事業部 の影

響の下で行 われ た 「対支文 化事 業」 の一環 と して行 われ た とい う点であ

ろう。

「対支文化事業」 とは,義 和 団賠 償 金 に加 え,山 東,青 島 関係 の 鉄 道 や

鉱 山 な どに 関 連 す る中国か らの賠 償金 を運用資 金 と して,中 国 に対 す る

各 種 文 化 事 業 を行 う ことを提 唱 して行わ れた ものであ る。義和団賠償 金

の超過分 を中国か らの留学 生 に対す る支援 と して活用す る動 きをとった

アメリカの影響な どもあ り,日 本 で も1918年 ご ろか ら義 和 団賠 償 金 の返

還 が議 論 された'。 そ の あ と,1923年3月 に制 定 ・公 布 され た対 支 文 化

事 業特 別 会計 法 に基づ き,① 中 国 人 留 学 生 に対 す る学 費 の 補助,② 北 京

人 文 科 学 研 究 所 と上 海 自然 科学研 究所の支援,③ 東 亜 同 文 会 と同仁 会 な

ど中 国 にお け る教 育,医 療 活 動 を行 う団 体 の 支 援,④ 日中両 国 の 人物 交

流,な どを柱 とす る対 支 文 化事 業 が 展開 される に至 った。 この事業 の運

営 をめ ぐって 日 ・中は,同 事 業 の 「文 化 侵 略 」 とい う側 面 に関 して絶 え

ず対立 と摩・擦 を繰 り返 したが,そ の過 程 で 多 くの調 査 報 告 が作 成 されだ'。
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(a)～(e)の 論 著 は これ らの調 査報 告 の 一部 にあたる もので ある。

とくに,欧 米 人 と 日本 人の 中 国 にお け る文 化事業の調査 の中 に戦前 の

中国大陸 での外 国語 ・日本語 学習 に関す る多 くの調査 が含 まれ てい る点

に注 目 したい。

た とえば,外 務 省 文 化 事 業 部 『欧 米 人 の 支 那 におけ る主 なる文化事業』

(1925年1月 刊,請 求 番号:調 書/文 化 一1)は,欧 米 人の 中国 にお け る

(一)教 育 的 事 業,(二)医 療 施 設,(三)図 書 館,博 物 館,感 化 院 な どの

活 動 を記 述 して お り,一 見,日 本 語 教 育 と は直 接 的 に は関 連 が ない よ う

に思 われ るが,当 時 の ミ ッシ ョン系 の学 校 教 育 で どの よ うな英語教 育が

行 われたのか,そ の概 略 をつ か む こ とが 出来 る上,日 本 との比 較 検 討 が

可 能 で あ る点 で重要である。

例 えば,「 聖約 翰 大 学(st.Jonesuniversity)」 とい う項 目 には,同 学 校

が1879年 に米 国 の聖 公 会 教 会 の学 校 と して創立 され,当 初 は 中国語 で 高

等 教 育 を行 った が,1882年 か らは大学 部 を組 織 し,英 語 に よる授 業 に転

換 した こ とが 述べ られてい る。 と くに,経 営 主体 や 学 部 の授 業 年 限 の 他

に も,職 員 の 国籍 別統 計,同 学 校 で授 業 す る学 生 の 出 身省 別の総 数 を記

録 してお り,日 本 語 学 習 者 と英 語 学 習 者 の比 較 を行 うための基本 的 なデ

ー タを提 供 して くれる。

また,「 英 華 書 院(AngloChineseSchool)」 の項 目 は次 の よ うに記 述 し

てい る。 「英国のChurchMissionarySocietyの1850年 に設 立 せ ん所 に

して 目下 校 舎 は虹 口範 子路 に在 り。英語 普及 を以 て 目的 とせ る も近来支

那文 を併せ て教授 す。生徒約180余 名 あ り中学 程 度 に準 ず る と称 す る も

純然 たる英語専 門学校 に して毎 日午前 及午後3時 半 よ り英語 を教 授 し,

同5時 半 まで 支 那文 の授 業 時 間 とす」7

これ らの 調 査 が記 録 して い る英 語 の学習者 数 を積み上 げて行 けば,中

国 で の 英 語 学 習 者 の 総 数 をあ る程度 までは特 定す る ことがで きる。 さら

に,こ の 数 字 を 日本 語 学 習 者 数 と比 較検討 すれ ば,英 語 と 日本 語 学 習 者

数 の比 較 は勿 論,地 域 ご との 特 徴 な どをつ か む こ とが可能 か も知 れない。

ちなみ に同 じ種類 の報告 と して 『欧米人の支那に於 ける文化事業』(請 求

番号:調 書/文 化 一2,1915年12月,外 務 省 文化 事 業 部),『 欧 米 人の支

那 に於 け る主 な る文化 事業』(請 求番 号:文 化 一5,1929年11月,外 務

省文 化 事 業 部)な どが あ る。

次 は外 務 省 文 化 事 業部 『支那 にお ける 日本語 教育状況』(請 求 番号:文
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化 一28,1938年11月,外 務 省,74頁)で あ る。 この 著 書 の 序 文 に は

「本 書 は支那事変後の支那主要地 に於 ける 日本語教 育及 び普及状況 に関す

る在外公館 の調 査 を編輯収 録 したる ものな り」 とあ り,日 中戦 争 勃 発 以

降,日 本 の 在 中 国 の 各 領 事 館 が 組 織 的 に 日本語教 育の状況 を調べ てい た

ことが分 か る。冊 子が取 り上 げる都市 は,華 北 地 域 の 北 京 ・天 津 ・張 家

口 か ら始 ま り華 中地域の南 京,上 海,杭 州,蘇 州 まで で,華 南 地 域 が調

査 内 容 に反 映 され て いないのが残念で あるが,華 北 地 域 に お け る 日本 側

の調 査 は信頼 をおけ るデー タを提 示 している と思 われ る。 た とえばs北

京 の状 況 は次 の よ うに記 され てい る。

「支那事 変前 に於 け る北 京の 日語学習 者は,誠 に微 々た る状 況 にあ り。

邦 人経 営 にかか る 日語教習所 は,第 一 表 記 載 の通 りにて 多 くは 月謝収 入

を以 て財源 とな したる結 果,経 営 容 易 な らす(中 略)昨 年7月 皇 軍 進 出

し党 軍 敗 退 す る や,各 地 に治 安 維持 会 が 結 成 され,従 来 の 排 抗 日 よ り親

日態 度 に一 変 し,南 京 政 府,官 吏,党,軍,排 ・抗 日分 子 は逃 亡 し,是

等 に代 って 日本 留 学生 出 身者,其 他 親 日家 の起 用 を見 た る(後 略)」

この記 述 か ら 日中 戦 争 の 勃 発 以 降,日 本 の 管 理 下 に置 か れ た 北 京 で急

速 に 日本語教育 が拡大 してい った様 子 を窺 うことがで きる。特 に,関 連

す る表 と して上 げて い る(一)「 官私 立 大学 専 門学 校 日語 教 育状況」,(二)

「個 人 及 び団 体 に於 て 開設 して い る 日本語教習所」(約40ヶ 所)な どは,

校 名 ・校 地 ・校長 ・創 立 ・経営 状況 ・学生数 ・学級数 ・教授 時間 ・使 用教

科書 ・卒業年限 ・卒 業学生数 ・学費 な どを集計 した もので,当 時 の 日本

語 教育 の状 況 を解 明す るための貴重 なデー タを提 供 して くれる。

次 に中国人留 学生 史に関す る研究 のなかで 日本語 教育 について言及 さ

れ ている部 分 につ いて触れ てお きたい。 周知の とお り実藤恵秀 『中国人

日本留学生 史稿』(日 華 学 会,1939年)は,中 国 人留 学 生 史 に関 す る最

も代 表 的 な研 究成果 であ るが,そ の な か に戦 前 の 中 国 にお け る 日本 ・日

本語研究 に関す る様 々な情報 が盛 り込 まれてい る呂。た とえば,『 中 国 人 日

本留 学 生 史稿 』の 「第10章 満 州事 変 以 後 の 日本留 学 」 は1932年 以 降,

中国 か らの留 学 生 が続 々増 加 し,1935年 以 降 は留 学 生 が 激増 す る過 程 に

つ い て次の よ うに記述 している。

「この想像 ほどで もなかったが,こ の(1935)年11月 末 には8千 を突 破 せ

ん とす る勢 を示 し,昭 和11年,12年 には常 に5,6千 の留 日学 生 を見た。

嘗 て明治38,39年,大 正2,3年 の留学 大膨 張期 に次 ぐ,こ れ は第3次 の
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隆盛期 であった。事変後,留 学 生 の再 度 来 が あや ぶ まれ て2,3年 しか経

た ない 今,何 とい う予 想外 の現 象 で あ ろ う!然 らば,こ の原 因 や 如何 」

そ して,そ の 原 因 と して1930年 以 降 の 中国 にお け る 日本 語研 究 熱の勃

興 と為替相場の影響 を取 り.ヒげ,続 けて,1934年12月28日 付 『読 売 新

聞 』 に掲 載 され た 米 村取二 「近頃支那の種 々相」(そ の 一)と して 「日本

語 万 歳!」 と題 した記 事 を紹 介 してい る。

「日本語!日 本 語!い まや 世 界 を挙 げ て の,わ が 日本 研 究 熱 の 旺 な こ と

は ど うだ一 といふ も過 言で はある まい。特 に,新 興 満 州 国誕 生以 来,そ

して,華 北 停 戦 協 定 の 成 立 を契 機 に 中学生 を中心 とす る若 き支那 の青年

男女の間 にお ける 日本語熱 は文字通 り素晴 ら しい しい もので ある。」

実藤恵秀 はその他 に も1934年 ～1936年 間 に発 行 され た 日本 語 学 習 書

目録 を取 り上 げてい る(【 表1】 を参 照)。 日本 語 学 習 熱 を支 え た学 習書 の

出版が,活 発 であ った こ とを うかが うこ とがで きよう。

【表1】1934年 ～1936年 間 に発行 され た 日本 語 学 習 書 目録

発行年月 書 名 著 者 発 行 所 頁数

1x}34年7月 訳解 日語肯繁大全 松本亀次郎 東京/有 隣書屋 422

J月 日華対訳 日語助動詞助詞使用法 許達年 上海/世 界書局 189

lo月 速成 日語輯要 渡俊治 東京/尚 文堂 397

1935年2月 日語公式成旬熟語詳解 程伯軒 東京/成 光堂 z4x

3月 国語詳解日本口語文法 王宝泉 東京/岡 崎屋書店 4'.)4

3月 現代 日本語法大全(運 用編) 張我軍 北平/人 人書店 Z4H

7月 自他動詞対照集 程伯軒 東京/成 光堂 74

8月 日語公式成旬熟語詳解(2) 程伯軒 東京/成 光堂 266

8月 日語公式成旬熟語詳解(3) 程伯軒 東京/成 光堂 265

9月 日語華訳公式 王玉泉 東京/岡 崎屋書店 107

9月 現代 日本語 日英対訳文法及教材 エ ・フ ァ イフ ェ ル 東京/文 求堂 znz

10月 最近実用 日語科岩大全 王玉泉 東京/中央仏教学苑出版部 447

10月 活用 日華会話 蘇登煕 東京/三 省堂 1ifi

12月 中日対照 日本語助詞研究 葉樹芳 東京/笹 川書店 185

1936年3月 易解易記日本文言文法 程伯 東京/成 光堂 lK7

3月 日本語言文化研究叢書(文 芸之一) 井田啓勝 東京/東 方文化出版社 32

4月 中日対照 日語読本 永持徳一 北平/東 亜公司 376

4月 日漢対照 日本口語文法大全 井出恒郎 ・lh下克巳 ・

王世法

東京/弘 学社 162
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5月 高級自習日文報紙訳読本 羅西 東京/鳳 文書院 322

5月 文語口語対照現代 日本語文法 松浦珪三 東京/文 求堂 501

5月 第二日語華訳公式 王玉泉 東京/日 文研究社 /

fi月 現代 日語会話 呉主恵 東京/文 求堂 220

7月 標準 日文自習講座(前 期第1冊) 張我軍 北平/人 人書店 302

7月 現代 日本語会話全書 橘光三 東京/外語学院出版部 47J

7月 日語大文典 曽野 一路 東京/学 芸社 1117

8月 日語法化読本 ;,明著,大 岡延時校正 内山書店経筥 103

9月 文法中心現代 日文総合読本 謝求生 広州/日 文専修館 448

9月 国語注解 日本文語文法 王玉泉 東京/岡 崎屋書店 4{)1

9月 国語注解日本語基礎読本 郭街濱 上海/中 華日語学会 458

11月 英文法比較研究日本語法精解 洪炎秋 北平/人 人書店 584

1937年2月 自修適用 日語混合読本 蓑文彰 上海/生 活書店 1{):3

(実藤 恵 秀:『 中 国 人 日本 留学 生 史稿』316-318頁 よ り作 成)

こ こで取 り上 げた もの は主 に 日本 側で編纂 した学 習書 目録で あ るが,

他 に も中 国 で 出版 され た 日本 語 ・日本研 究関連の雑誌 な どが果 た した役

割 な ど も重要 であ る。今後,こ れ らの 日本 語 テ キ ス トの 内容 を比較検討

して行 けば,中 国 で 実 施 され た 日本 語 教 育 の特徴 が どこにあったのか等,

多 くの 関連 情 報 を得 る こ とが で きよう。

(2)外 務省所蔵の日本 ・日本研究関連の資料

今回 の調 査の なか で最 も大 きな成果 を挙 げ るこ とが で きたのは,外 務

省 外 交 史 料 館 に戦 前 の 日本 ・日本語研 究 に関す る一次資 料が所蔵 され て

いる ことを確認 した こ とであ ろ う。以 下,資 料 の 内 容 を一部,紹 介 しな

が ら,今 後 の 課題 な どにつ い て触 れて お きたい。

A注 玉上 こ 亜糸 亜 愚 宿.,f=,_^訊 立一 壷 雪主♪'・口:3-10-2-3

この フ ァ イルは1884年 前 後の 時期,清 国 の上 海 にお い て東 洋学 館 とい

う私立学校 をつ くる計画 に関連す る資料 を集めた もの であ る。 この学校

開設の計 画は,後 に亜 細 亜学 館 を設 置 す る計 画 と して変更 された。愛媛

県の山本忠礼 は1884年10月,貿 易 と興 亜教 育 を 目標 に,ア メ リカ租 界

内 に私 立 学 校 を設 置 す る こ とを要請 し,文 部 省 ・外 務 省 ・陸 軍 が 検 討 し

た結果,私 立 学 校 を許可 しな い方 針 で あ る こ とが確定 された。 と くに陸
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軍省 は,兵 役 を終 え て な い若 者 が 海外 に行 くこ とに難色 を示 していた と

い う。 しか し,上 海 に私 立 学 校 を設 立 す る計 画 が頓挫 した最 も大 きな理

由の一つは,「 上 海 に淫売 婦 が 多 く,よ ろ し くない場 所 柄 で あ る」 とい う

ものであ っだ}。 今 回,閲 覧 で きたの は1884年 前 後 の 上 海 の事 例 だ け で

あ るが,他 の事 例 な どを集 め れ ば,明 治 時 期 の 中 国 に お け る 日本 人経営

の私立学校 の設置 な どに関す るよ り正確 なデー タを確保す るこ とがで き

よう。

(B)「 支 那 人 の 日本 語 及 日本 事 情 研 究 状 況 調 査1(請 求 番 号1-13-0-11-2)ll)

このフ ァイルは1930年 に実 施 され た在 中国 各領 事 館 の 日本 ・日本語教

育状 況 に関す る調査報告 をフ ァイル した もので,華 北 ・華 中 ・華 南 の全

地域 にお け る報告 を掲 載 している。 それ に よれば,外 務 省 は1930年5

月5日 付 「機 密 合 第552号 」 に よ って,在 外 各地 領 事館 に外 国 と 日本 の

文 化 施設 と勢 力 を調査す る指 示 を出 していた こ とが わか る。 これ らの資

料 に基づ いて出版 されたの が,前 掲 外 務 省 文 化 事 業 部 『支 那 にお ける 日

本語 』(1930年)で あ る。 以 下,同 資 料 の 中 の華 北 ・華 中 ・華 南 地域 に

関す る記述 を一部取 り上げなが ら紹 介 してみ よう。

まず,青 島 の 日本語 学 習 事 情 につ い て青 島領事 の川越茂 が次 の ように

報告(1930年5月24日)し て い る。

「当 地 方 支 那 人は概 して 日本 語 及 日本事情 の組織 的 な研 究 に熱心 な ら

ず。従 って注 目に値すべ き研究 施設 な く,現 に 日本 語 研 究 を 目的 とす る

もの に別紙3学 社 あ る も,是 とて 実 用 を簡 易 なる 日用語 を教授 す るに過

ぎず。其の学 生数亦 合計100名 を出 て ざる実情 な り。 尤 も当 地 は8年 間

日本 行 政 下 にあ りた る と行 政 移還後 も引続 き邦 人相手 の取 引盛 ん に行 わ

るる関係 上,土 着 支 那 商民 の 日本 語 を解 す る者 多 く,支 那 語 に通 せ ざ る

邦 人 も 日常 支 那 人 との接触 に差 したる不便 を関せ ざる程 な り」

華 北地域の なかで も青 島 とい う,か つ て 日本 占領 地 域 で あ っ た地 域 で

は比較 的 日本 語 を解せ る人が多 かった ことが わかる。但 し,同 じ華 北 地

域 で も天 津 の状 況 は些 か異 なる。天津 では1930年 に入 って 日本 及 び 日本

語研 究 熱 が にわか に高 ま り,「 数 年前 まで は英 語 位 を学 ぶ に限 られ,日 本

語 は殆 ど顧 られ ざ り しが,今 日は 日支 両 国 の 関 係 を 基 調 と し,多 少 自覚

的 精 神 よ り出 発 して 日本 語熱 の勃興 し来れ る もの と観察すべ く悦 しきこ

とな り」 と報告 される。
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次に,天 津の日本研究機関 として注目すべ きものは,1927年7月 にア

メリカの太平洋国際討論会が寄付 した4000ド ルで事業を開始 した南開大

学の 「東北研究会」であったが,同 資料は研究会の組織や仕事の内容お

よび研究報告などに至 るまで紹介 している。天津の 日本語研究の成果は

著 しい ものがあったらしく,英 語学習 に匹敵する勢いの日本語教育につ

いて次のように述べている。

「当地方に於て日本及 日本語の研究熱が苑二,三 年来頓に高 まり来 りた

るは事実 な り(中 略)学 校 に於て 日本語科 を新設す るに至れるか如 き

(藻 州の如き田舎の師範学校に於てす ら日語科を新設するに至 りたるは注

目に値すへ し)或 は日本視察員派遣の決議又は事項の如 き或は日本語個

人教授の増加せるが如 き其の一斑 を窺知するをえへ し」

南開学校では高級中学生の 日本語勉強が最 も熱心で,生 徒 らは満州 に

於ける日本人が経営する上級学校(満 州医科大学 ・旅順工科大学)へ 入

学することを希望する者 も増加 したという(【表2]を 参照)。

【表2】 日本 語 を課 して い る天津 の 学 校(1930年 現 在)

名称 日本語

中 日学院

初級中学 鐸

舞

舞

舞

高級中学 舞

鐸

南開学校 大学部 日1

中学部 日1

河北省水産専門学校 予科 了

本科 ヰ

法商学院 予科

本科

河北省立第1職 業学校

匿文中学校 等級中学

共立学校 初級小学 歪

高級小学 第1

クラス

第1学 年

第2学 年

第3学 年

第4学 年

第1学 年

第2学 年

日語研究会

日語研究会

予科1年

本科1年

本科

各年

1班

第3年

・1・3年

時 間(週)

lI

lO

6

f1

6

5

5

5

1

2

3

2

一
2

■
2

一
3

■
3

また,北 京 の状 況 につ い て は次 の よ うに記述 してい る。
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「日本語学習者は全体 として優に7000人 を超えるものあるべ しと認め

られ居れ り此等学生の 日本語研究の 目的は勿論,日 本留学の準備の為の

もの もあるべ きも大部分は日本事情 及日本の学術研究の便宜に基 くもの

なるは論 を侯たず(中 略)最 近,支 那人間に於ける日本文書籍の購買増

加 と新聞に掲載せ らるる日本関係記事の少なからざる」

さらに,他 の報告 と同 じく北京の各大学や高等教育機関における各種

統計 を掲載 しているほかに,北 京の中国人教師の略歴などを載せている

部分が注 目されよう。ここでは教師の経歴のなかで 日本 と関係の深かっ

た周作人 と銭稲孫の部分を紹介してお く。

「(1)周 作 人 字仲密 年齢45

学歴 江南水師学堂修業,日 本法政大学予科及立教大学文科卒業

経歴 帰国後北京大学教授 とな り現 に同大学東方文学系主任教授たる

傍 ら燕京大学にも教鞭を執 りつつあり

(2)銭 稲孫 号稲孫 年齢44

学歴 日本東京高師付属中学卒業後欧州に学ぶ

経歴 父銭拘 は和蘭伊太利等に公使た り。又最初の留 日学生監督た り。

13歳 にて父に従い日本に赴 き次て欧州 に転 じ宜統末年帰国,民 国に入り

てより察元培の秘書 として教育部に入り。爾来15年 迄任に在 り。次て北

海図書館の創立に参加 し,国 立北平図書館成立 と共に地図部主任 となる。

現在北京大学及び清華大学の日本語講師を兼ね,又 昭和5年1月 知友 と

共に日本書籍の蒐集を目的 とする 『泉壽東文書蔵』を設立す」

次に,華 南の例 として慶門をみてみたい。

厘門は対岸に台湾 とい う日本の植民地が位置す る関係で,当 然,台 湾

籍民 との関連が注 目されるが,と くに大 きな影響力があったのは1929年

に厘門大学関係20余 名で組織 された観光団を日本へ派遣する計画であっ

た。この計画は翌年の1930年,慶 門大学の教授6名 と,規 模を縮小す

る形で実現 している。

「相当有識者中台湾方面に随意視察旅行に赴 くもの増加 したるは,一 面

日本の建設的諸事業を支那に移 さんとすること其の主たる目的たるは勿

論 なるも,他 面 日本事態を知 らん とするに在 るも疑いなき所 と言 うを得

べ し」

また,日 本 は台湾 との関係で厘門での排 日の機運が鎮静化すると,日

本留学生の組織化を図っていたらしく,「当地に於て目下20余 名 日本留
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学生 出身者 あ り。2,3相 当 の社 会的 地 位 を有 す る もの あ る処(中 略)対

日気 分 緩 和 す る に於 て は相 当 の1団 体 を組 織 す る こ と も不 可 能 に はあ ら

さるへ し」 と述べてい る。

c 量五石 売,
＼こ 論 美 系 塾 ♪'Wロ 書H -7-1-0-6〈2

第1冊 は,1930年 ～1936年 の期 間 に北 京,上 海 な ど中国 各 地 で 隆盛

をみ た 日本 語学習 熱 に関す る報 告が豊富 に採 録 されて い る。 た とえば ,

1930年10月,外 務 省 文 化事 業 部 の 大 澤重 英 は上 海での 日本語学習熱 を

次 の ように伝 えている。

「近年中華民 国 に於 て 日本語乃至 日本研究熱 頓 に拍頭 し来 た り。就中上

海 を中心 と して揚 子江 沿岸 にその気 運最 も濃厚 に して,満 州 方 面 及広 東

方 面 之 に次 くの 状 態 を呈せ り。上 海において は現在 日本語 を学ふ学生6

千 人 に達 し,公 園等 に於 て 『ア,イ,ウ,エ,オ 』 を練 習 し居 る 中 国 の

青 少 年 を見受 くるこ とも珍 らしか らす。長江 沿岸 を通 し日本語 に通 し居

る者5万 人 に 及ふ へ し。」

また,満 州 国 にお け る 日本 語研 究 の状 況 を1934年11月 付 で 満州 国特

命 全 権 大 使 菱 刈 隆 が 「満州 国内 日語講習状 況 に関す る件」の なかで記 し

てい る。それ に よれば,官 吏 が 職 務 を遂行 す る た め に も,そ して,貿 易

の ため に も 日本 語 の必 要性 が高 ま り,日 本語 講習 所 は合 計237箇 所,日

本 語 教 師 数456名,講 習 を受 け る もの1943名 に至 っ て い た とあ る。 日

満 親善 を建前 にます ます強化 される 日本語学習の実態がわかる。

第2冊 は1937年 ～1938年 まで の 中国 各地 にお け る 日本 語研究状況 に

関す る調 査 フ ァ イルで あ る。 この フ ァ イルで と くに注 目 され るの は ,

1937年3月 に作 成 され た 「上 海地 方 視 察報 告」 で ,そ の 中 には上 海 にお

け る 日本 書 籍 販売 を代 表す る内山書店の販売統計が含 まれている。

上海 にお け る内山書店 の営業 の詳細 につ いて は ,内 山完 造 『花 甲録 』

な どに一部 が記述 される ものの,1945年 の 敗 戦 で 一切 の営 業 関 係 の資 料

が 残 ってい ない とい うのが通説で ある。 しか し,同 報 告 に そ の統 計 の 一

部が 掲 載 されている(【 表3L【 表4】 を参 照)"。
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【表3】 上 海 にお け る 日本書 籍 販 売統 計(単 行 本,1936年 度)

書店名 1ヵ 年 の冊数 1ヵ 年の金 額
購読者比率

日本人 中国人

内山書店 100,000 200,000弗 30 70%

日本堂 4,000 o,000弗 144 /

至誠堂 13,500 25,000弗 85% 15%

合計 ll7,500 25,000弗 / /

(注:外 務 省外 交 史料 館 所 蔵,請 求番 号(H-7-1-O-h),「 満 支 人 日本 語研 究 状況 調 査 関係

雑件 」2冊)

【表4】 上 海 にお け る 日本雑 誌 販 売 統計(1936年 度)

書店名 1ヵ 年 の冊 数 1ヵ 年 の金額
購読者比率

日本人 中国人

内山書店雑誌部 1x,000 0,000弗 65% 35%

日本堂 120,000 60,000弗 80% 20%

至誠堂 54,000 27,000弗 100 /

合計 1J2,000 96,000弗 / /

(注:外 務省 外 交 史料 館所 蔵,請 求番 号(H-7-1-0-6),「 満 支 人 日本語 研 究状 況 調査 関係

雑 件」2冊)

D 曇五 当 六 壬一口 雪主 ♪-、 口'1 -1-5-0-17ノ ＼1

この ファイルは,1930年 代 に実 施 され た 日本 国外 にお け る日本語教育

機関調査 の一部 と して実施 された アメ リカにおけ る 日本語研究 機関の調

査 を集 めた もの であ る。調査対 象が中国で はないが,中 国 で の 日本 語 普

及 状 況 を ア メ リ カと比 較検討す る材 料 になるので,今 後,さ ら な る分 析

を必 要 とす る。 この 資料 は シア トル,ロ サ ンゼ ル ス,サ ンフ ラ ンシ ス コ,

ポ ー トラ ン ドな どの 各 地域 にお け る 日本語学校 に関す る各種統 計 とどの

ような教 科書 が採択 されていたのか などに言及 している。1935年 の春,

シ カ ゴ領 事 代 理 の仲 内 憲 治 が 外 務 大 臣弘毅 に送付 した 「日本語 学校 に関

す る調査報告 の件」 とい う公文の中には 【表5)の よ うな調 査 が 含 まれ て

い る。
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【表5】 「日本 語 学校 調一 初 級」(シ カ ゴ,1934年12月 末 日調 〉

学校名 経営者 設立年 児童生徒数 学級数 教員

市俄古 日本語学校 日本人基督教青年会/

日本婦人会

ig31年 f"
.)名 6 3名

日本語研究会 日本人基督教青年会 lx)34年 日本 人14名 3 2名

外国人6名 :3

日本語学校 寧州日本人啓発会 1J23年 約400名 12 12名

勿論,ア メ リカで最 も多 くの 日本語 学 校 の経営 が確認で きるのは 【表6】

ロサ ンゼ ル スで あ る。 今 後,こ れ らの 資 料 を検 討 して行 け ば,ア メ リカ

にお け る 日本 語 教 育 の実 態は勿論,中 国 との比 較 も可能 に な ろ う。

【表6】 「日本 語 学 校 調 査 」(ロ サ ンゼ ル ス,1934年12月 末 日)

学校数 生徒数 学級数

初等程度 98 7856 778

中等程度 28 421 hK

未報告 約25 約1000 /

教 員数

244

80

約35

経 費 合計

167920ド ル

/

糸勺38000ド ル

(注:1935年6月15日,ロ サ ンゼ ル ス領事 堀 公 一か ら外 務 省宛 の 報告 「日本語 学 校 に

関 す る調査 報 告 の 件」)

E 玉._六 の 立 ・ 玉 の 立 韮 求 ・口'11-5-01 ,_全-丑 口

1926年 ～1940年 に 日本 人 が 中国 で経 営 してい た学校 関係の資料 フ ァ

イルであ る(中 国 の学 校 関係 の情 報 を含 む)。 例 え ば,上 海 の フ ラ ン ス租

界 に位 置 す る上 海芸術 大学や上 海政法学 院の反 日同盟休校事 件 な どにつ

いて詳細 な報告 を記 載 してい る。 日本 との関連 で注 目されるの は,1938

年 以 降,■ ヒ海 で 経 営 され た 「維 新 学 院」 が どの よ うな経過 を辿 って開校

され たのか につ いての詳 細 な記録 である。 それ に よれば,在 華 紡 内 外 綿

の顧 問 と して1934年2月 よ り虹 口虹 江路 に私 塾 を開 き,1937年 には満

州建 国大 学 の 創 設 に参 加 した斉藤逸治が,1938年1月24日 に建 国塾 を

設立 す る こ とか ら,維 新学 院 の計 画 が具 体 化 した ら しい。

「建国塾 は時代 の認識 に徹底 し,新 亜 細 亜 創 造 の 原 理 を確 立 す べ き天与

の使 命を荷 負 うて,弦 江 南 の 天 地 に瓜 々の 声 を挙 げ た りしな り。 固 よ り

自覚的 日本精神 の発露 ならず むば在 る可 らず。顧 み れば嘗 ての復旦 大学



312

こそは抗 日 ・侮 日 ・排 日思想の渕叢た りし処な り。然るに今や其の同一

地点 よ りして我が建国塾が全世界に向けて皇道宣布の第一報を踏み出 し

以 って(中 略)自 覚的 日本精神の養成に着手 したるた り」

しか し,こ の建国塾大学計画は軍特務部によって認可 され なかった。

その代わ り陸軍は新中国建設のための 「日支の文化戦士」育成機関 とし

て維新学院を設置することを決めたのである。1938年10月10日 に開か

れた記念式典 には,日 本側から海軍特務部長野村少尉,後 藤総領事代理,

甘濃居留民団長,広 田騎兵大佐,訓 練部長飯田角芳 など軍関係者が参加

している。

F 亜"に 際 し
" ・愚 六 文・ 策 口 日頁

(請 求 番号:1-1-5-0-4-1-1.全1冊)

1941年 の 太 平 洋戦 争の 勃 発 は中 国 にお ける教育のあ り方 を根本 的 に変

える もので あった。特 に宣戦布告 によって 「敵対 国」 の 関係 に入ったア

メ リカ ・イギ リス系の学 校 につ いて,日 本 は早 急 に対 応 しな け れ ば な ら

な かった。同資料 は1941年 の 太平 洋 戦 争 勃発 以 降,上 海 の共 同租 界 にお

け る ミッ シ ョン系学校経 営 を日本 側が どの よ うに統 制 したのか を まとめ

ている。

た とえば,日 本 側 が 作 成 した 「租 界 学 校 施 策要糸剛 の方針 に よれば,

日本 は 「租 界 内 にお け る 各種 学 校 を国民政 府の監督下 に入れf敵 性 教 育

を絶 滅 し,善 隣友 好 の精 神 を基 礎 とす る教 育方針」 に基づ き,

「処 置 要領一(甲)全 般措 置

1
1

∩
∠

つ
J

」4

敵性教育(抗 日容共或いは国民政府の政治に害ある教育)を 絶滅す。

日本語 を必修科 目たらしむ(但 小学校は5年 以上とす。此れがた

めに所要の日本入教師を招聰せ しむるものとす)

教育委員会に督学官を置 き所要の日本人を招聰せ しむ

敵国人の中国人子弟の教育に携 るを禁止す(後 略)」 という措置を

講 じたことがわかる。

1941年 以降,日 本は中国における各種の教育現場での 日本語教育実施

の徹底化を注精衛偲偏政府の協力の下で実行 して行 ったが,そ の最終的

な目標は中国におけるミッシ ョン系学校における日本語教育の実施であ

ったことがわかる。 日本は政治や経済面だけではなく,日 本語教育の場

面においても欧米諸国を圧倒することを狙っていたのだろう。
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結びにかえて

以上,戦 前 中 国 大 陸 で行 わ れ た 日本 ・日本語研 究 に関す る研 究 を進め

るにおいて(1)対 支 文化 事 業 と留 学 生研 究,② 外 務 省 外 交 史料館 所 蔵 の

関 連 史 料 を検討す る必 要性が ある ことを,概 略 的 で は あ るが確 認 す る こ

とで で きた。今 回の調査 は ご く限 られた範 囲の紹 介に過 ぎずs今 後 「H

門一 東方 文 化 事 業」 や 「1門 一 文 化,宗 教,衛 生,労 働 及び社 会問題 」 な

どにつ い て よ り緻密 な研 究調査 が実施 されれ ば,更 に 多 くの 関 連 資 料 を

確保 す る こ とがで きよう。

しか し,戦 前 の 中 国大 陸 にお け る 日本 ・日本語 教育 については まだ ま

だ多 くの課題が残 されてい る。

例 えば,日 本 側 の 外 務 省外 交 資 料 館 や 防衛庁 の資料 な どを詳細 に分析

す る作 業 が終 わ った と して も,そ の 次 は 中 国 側 が ど の よ う な方 針 で 日

本 ・日本語 教育 に当た って いたのか について まだ充分 な検 討が行 われ て

いないか らであ る。 日中戦争勃発の直後 ,1938年3月 に南 京 で 成立 した

中華 民 国維 新 政府時期や1941年 以 降 の江 精 衛政 府 時 期 の 日本 語教育が ど

の よ うに実施 されたのか,な ど不 明 な分野 は まだ まだ 多い。

『中華民 国維新政府概 史』12に よれ ば,中 華 民 国維 新 政 府 の教 育 主 旨 は

「中 国固有の道徳文化 を本 とし,世 界 の科 学 知 識 を吸 収 し,以 て理 智 精粋

体 力 強 健 な る国 民 を養成 し,従 前 の 矯 激 な る教 育,怪 奇 な る学 説 を根 本

的 に廓 清 す 」 と規定 し,以 前 の排 日教 育 を排 撃 し,小 ・中 ・大 学 にお い

て 「日本 語 を必修課 目にす る」 ものであった。

日本語教育 を徹底す るために,1939年9月 か らは教 員養 成 所 に,中 国

人 で 中,小 学 校 にお け る 日本 語 教授 を担 当で きる教員 を養成す る ことを

目的に,修 業期 間6ヶ 月 の 日本 語 専 修 科 が 設 置 され,同ll月11日 ～

12月5日 の期 間 中 には,優 良教 員 の なか か ら中 ・小 学 教 員30名 を選抜

した 日本 教 育 視 察 が 実 施 された ことなどは,す で に知 られ て い る もの の,

現 場 にお け る教 育 の 実 態 は,管 見 の 限 りほ とん ど紹 介 され て きていない

ように思 われる。

中国の文学者で戦前,日 本 と 日本 文 化 に深 く関 わ り,時 に は 「親 日派」

の漢 好 と して,時 には知 日派 と して評 価が 分 か れ る周作 人は,1935年1

月,「 日本語 につ い て」1巳`とい う文 章 を書 き残 してい る。

「結 局の ところ私 は 日本語 を習 うことを主張す るのであ る。 まず中国で
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勉強 して,も し資 力 が 許せ ばそ れ か ら 日本 へ行 ってみ るのが よい。 日本

語 を習 うには国立 の外 国語学 校 か大学 の専 門学科 があ るに越 した ことは

ない けれ ども,な けれ ば私 立 で も何 で も構 わ ない(中 略)。 日本 語 を習 う

に は せ いぜ い 悠 長 に構 えて な るべ く多 くの時 日をか け るこ とが必 要で,

や む をえ ぬ 場 合 は と もか く,く れ ぐれ も速 成 を求 め るべ きで ない。 い っ

たい何事 で あれ,速 成 な ど とい う こ とは 不 可 能 な のであ る。古 人 も速 キ

ヲ欲 ス レバ達セ ズ とい う とお り,俗 に速 成 とい っ て い るの は生 か じりの

こ とにす ぎず,習 うとい って もほ んの 一 部分 で しかないの だ。」

急 ぐ事 は ないの であ る。戦前の 中国大 陸 にお ける 日本 語教育 の実態 の

解明作 業 も速 きを求めず,着 実 に進 め る こ とが必 要 で あ る と考 える。

*本 稿 は神奈川大学 ・言語センター共同研究 「中国における日本 ・日本語研

究に関する基礎的文献調査」,日 中平和友好交流計画 ・歴 史研究支援事業 ・共

同研究 「戦前期 日中間における教科書問題の研究」の成果の一部である。記

して感謝 したい。

注

1駒 込 武 「戦 前期 中国大陸 にお け る 日本 語教 育」(木 村 宗 男編 『講 座 日本 語 と

日本 語教育』 第15巻,明 治書 院,1991年)。 の ちに,駒 込武 は 『植 民地帝

国 日本 の文 化 統 合』(岩 波 書店,1996年)の なかで,高 等教 育 機 関 を もっ

て いた華北 地域 の 占領 に よって 日本側 の 「本国 の学者 と学 問が動 員」 される

過程 を指摘 してい る(305頁)。 この他 に張 金塗 「戦前 の 日本 にお け る中国

人留 学生 に対す る 日本 語教育 の歴 史的研 究」(「日本 語教育 』 第86号)が 戦

前 の 日本 語教育 につ いて述べ てい る もの の,資 料 の利 用 や分析 な どで極 めて

不 十分 な記 述 に留 まって いる。

1徐 敏 民 「戦前 中国 におけ る 日本語教 育』(エ ムテ ィ出版,1996年)。

3筆 者 は中国 にお ける外国 語教 育 を論 じる と きには英 語 の存 在 を無視 す る こと

はで きない と考 え る。 したが って,英 語 の学習 の問題 を抜 きに した 日本 語教

育 の歴 史区分 には些 か疑 問が残 るが,戦 前の 中国 にお け る 日本 語研 究 を全面

的 に取 り上 げてい る点,高 く評価 しなけれ ば な らない。

4こ の 論 文 は発 表 当時 の 中 国側 の新 聞資 料 と 日本 ・中国 側 関係 者 へ の 聞 き取

り,日 本 語 関連書 籍の普 及状 況,図 書館 の 日本 語 関連 書 籍所蔵 状況 な ど斬新

な視点 を取 り入れ,中 国 にお け る日本 語の 位置 を見事 に描 き上 げ てい る。

5対 支文 化事業 につい ては阿部 洋 「「対 支文 化事業 』 の研究」(ア ジア経済 研究

所)「 対 支 文 化 事 業 の 成立 過 程!(教 育 史学 会紀 要,日 本 の教 育 史学21),
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「日本 の 『対支文 化事 業』 と中国教 育文化 界」(国 際化 時代 におけ る人間形成,

1982年 〉 「戦前 にお け る 日中両 国 間の学術 文 化交 流 と摩擦 」(『国際 関係 に

お ける文化 交流』(1984年)を 参 照の こと。

{'対 支 文化事 業 に対 す る中国側 の評価 は厳 し く
,た とえば,李 宗武 「日本生活』

(上海 世界書 局,1929年)の 中 に も次 の よ うな記述が み え る。 「いわゆ る対

支文 化文 化事 業 とは,言 い換 えれ ば,『 日本 の 中国 人教 育局 』 であ る。 これ

は明 らか に侵 略 行 為で あ り,我 々が彼 等 の 目論 見 には ま るわ け には行 か な

い」。

7外 務省 文 化事業 部 「欧米 人の支 那 にお ける主 な る文化事業 』(1925年1月

刊,請 求番号:調 書/文 化 一1)所 収。

8中 国 人留 学 生問題 につ いて は大里浩 秋 ・孫安 石編 「中国人 日本留 学 生 史研究

の現段 階』(御 茶水書房,2002年)を 参照。

9明 治初 期の 日本で は上海 の 「売 笑婦」 の なか に多 くの 日本 人女性 が いた こ と

は大 きな社 会問 題 に な った。 陳祖恩 他編 「日本居 民 在上 海』(2001年 ,上

海辞書 出版社)4頁 。4-2-2-99「 海外 に於 ける本邦醜 業婦 の員 数及其状 況等

年 二 回報 告 方訓 達 一件」 所 収 の1897年6月 の上 海 領事 の報 告 に よれ ば,

当時 の 「醜 業婦115名 」 で,出 入統計 で は来者50名,往 者48名 とい う記

録が み える(外 務省外 交資料館,請 求 番号 二4-2-2-99)。
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